
小規模事業者の課題と連携・組織化 
及びその支援活動・体制 

平成２５年１０月２９日 

全国中小企業団体中央会 

 １．地域の課題解決に、面的な連携・組織が多く活躍 

 （１）地域における生き残りと複数人起業 

    （２）女性の社会復帰と地域介護の自立化 

    （３）地場産地メーカー群と複合商業施設によるオリジナル製品頻出化 

    （４）大学と地場産地組合等による技能承継と若手人材の確保・育成 

    （５）企業間連携で成長志向を加速 

    （６）組合間連携で被災産地が事業再建 
 

  ２．中央会による新たな支援を開始 
    （１）ビジネス・コーディネート      
    （２）サプライチェーンの強化  
    （３）人材の確保・定着・育成等 
 

  ３．今後の支援に向けて 
 
   

 

 

 

 

 



（１）地域における生き残りと複数人起業 

１ 

○六日町温泉公衆浴場企業組合（新潟県、組合員数50名、設立平成24年6月） 
  
 六日町地区の中心部に地元住民や登山・スキー帰りの人たちに親しまれていた天然温泉によ
る民間公衆浴場が営業していたが、経営難により５０年余りの歴史に幕を閉じた。 
 地域住民は、この公衆浴場が地域住民の癒しと憩いの場として地域コミュニティを支え、或い
は地域外から観光客等を呼び込んできた貴重な施設であったということを改めて認識。 
 
 再度、公衆浴場を開設すべく、 
地域の有志が立ち上がり、建設 
資金提供者を組合員として企業 
組合を設立した。 
 
 サウナ室が併設された浴室と 
毎分４０リットルのかけ流しの 
湯が高く評価され、初年度７ヶ月 
間で入浴者数は約２万人近くに 
のぼった。 
 

１．地域の課題と小規模企業による連携・組織化事例 

http://www.muikamachi.jp/_src/sc2806/yuraria.jpg


２ 

（２）女性の社会復帰（グループ創業）と地域介護の自立化 

○企業組合夢なかま（茨城県、設立：平成18年2月、組合員数：18名） 
 
 訪問介護事業を目的に、元看護師、介護支援専門員（ケアマネジャー）らが中
心となって平成18年に企業組合を設立。以来、訪問看護や居宅介護支援など
サービスを拡大している。 
 利用者のニーズが高かった通所介護（デイサービス）事業については、当初予
定していた施設が東日本大震災により半壊。開設が危ぶまれたものの、利用者
の強い後押しと組合員の努力により、代替施設を借上げることで平成23年4月に
開設。 
  その翌年4月には、総工費4,500万円をかけ、北茨城市中郷町に新施設を建設。
同施設には、専属の作業療法士1名を配置し、個別計画に沿ったきめ細かいリハ
ビリにも対応するなど、看護の心・知識・経験を活かした介護サービスを提供。 
  今年（平成25年）10月には、小規模の通所介護施設を併設した有料老人ホー
ムを開設。 
 高齢化社会を背景に、地域の高齢者介護を支える当組合の事業に対するニー
ズはますます高まっている。 



３ 



４ 

（３）地場産地メーカー群と複合商業施設によるオリジナル製品頻出化 

○諸富家具振興協同組合（設立：昭和５４年７月 組合員数：３０社） 
 諸富家具・建具は伝統的な工芸品として佐賀県より地場産品の一つとして指定を受
け、伝統的な技術・技法を引き継ぎ製作されている。 
 諸富家具は従来の家具としての機能を充分みたしながらも、ライフスタイルの１シー
ンを演出するインテリア家具として再構築。 
  他のメーカーと連携し、オリジナリティでユニークな椅子やテーブルなどを製造する
メーカーもある。 

諸富家具アンテナ店 博多リバレインに 
 諸富家具の魅力を紹介するアンテナショップが、福岡市博多区の博多リバレインに
オープンした。今年２月に期間限定で出店したところ好評だったため、来場者が増え
る博多祇園山笠の期間に合わせて再オープン。デザインと機能性を追究した約２００
点を展示販売している。(７月３１日まで) 
 アンテナショップ「ｍｉｍｏ ｗｏｏｄ Ｐｒｅｍｉｕｍ」は諸富家具振興協同組合（樺島雄大
理事長、３０社）が運営し、７社が参加。前回好評だったテーブルや椅子を中心に、出
品点数を約５０点増やした。木のおもちゃや眼鏡、スマートフォン用の小物など、各社
の意欲的な作品も目を引く。 
 食器棚には有田焼の器を並べ、佐賀の伝統技術をアピール。肥前名尾和紙のうち
わや扇子、佐賀市出身の書家・江島史織さんの作品も展示している。福岡市の田中
茂代さん（６５）は「木の香りに誘われて店を見つけた。自分の目で見て家具を選べる
のでありがたい」と話していた。 
 参加しているのは飛鳥工房、いわい家具、永島木工、ナカヤマ木工、平田椅子製
作所、ミマツ工芸、レグナテックの７社で、営業時間は午前１０時半から午後５時半ま
で。期間中は無休。２０、２１日に木のスプーン作り、２７、２８日にスツール作りの
ワークショップも開く。                                    佐賀新聞 ／ 2013年07月03日 更新 



５ 

（４）大学と地場産地組合等による技能継承と若手人材の確保・育成 

○湖東繊維工業協同組合（組合員数：２７社） 
 造形大学との共同プロジェクトで「近江の麻」を用いてドレスを製作した。 
これは、地元の名産を知ってもらおうと組合が湖東地域の地場産業でもある
「麻」を用いたドレスの製作を大学に依頼し、 
学生らが麻の特長を活かしたドレスを自由な 
発想で考案・製作したもの。 
 東近江市のホテルで開催したファッション 
ショーにて、学生製作のドレスやデザイナー 
桂由美氏が手がけた麻ドレスもあわせて 
発表。マスコミ等の注目を集めた。 

「近江の麻」を使ったウエディングドレス 



６ 

（５）企業間連携で成長志向を加速 

○（株）試作サポーター四日市（共同出資会社） 
 四日市機械器具工業協同組合に所属する中小企業16社が立ち上げたグループ。 
所属企業は様々な業種の下請け企業で、16社のもつ技術やノウハウを集結し、組織

内一貫生産を行う事で、構想、設計、加工、組立、設置などの一括対応も可能で、幅
広いニーズに応える。 
 さらに、平成23年9月に全国16のモノのづくり企業群と「Monozukulink.net」を設立
し、全国の企業グループと交流することで事業展開の可能性拡大につなげている。 

加熱精度の高いIH（電磁誘導加熱）を応用した化学・医
薬・食品産業等の研究開発用の加熱反応装置 
○定常・非定常撹拌装置を備えることにより混合溶解、
溶液調整などが効率的にでき、高精度なデータ収集が
可能 
○高い安全性と省スペース・省メンテナンスを実現した、
卓上型ラボスケール製品 

ＩＨ加熱反応缶（データ収集用撹拌装置付） 



○組合間連携 
  （共同で事業再建） 
 ・秋田県漆器工業協同組合 
 ・雄勝硯生産販売協同組合 

 ・大堀相馬焼協同組合 

７ 

安倍総理に「復興祈念硯箱」 
（勝硯、相馬焼、秋田漆器の 
３組合連携商品）を説明する 
佐藤秋田県漆器工業協同 
組合理事長（６／３０） 
 

（６）組合間連携で被災産地が事業再建（組合間協同） 



 
（１）ビジネス・コーディネート 
  
 共同店舗と産地組合(福井県) 
  (和紙･漆器･焼物･打刃物)の連携 
   による地場産品の販路拡大 

  福井県青年中央会 
   「どうせ買うなら」 
           会員相互で購入 
   

     

「 ～絆～ 組合間連携に挑戦！」 
（２０１２年３月全中刊）   

２．中央会による新たな支援 

８ 



 （２）サプライチェーンの強化（代替生産等供給責任） 
 
   (１)神奈川県メッキ工業組合と新潟県鍍金工業組合によるＢＣＰ協定(遠隔地！) 
      （２０１１年４月２５日） 
   (２)協同組合山梨県流通センター(ガソリンの共同備蓄) 
    ⇒全国中央会として「組合向けＢＣＰ策定運用ハンドブック」(書き込み型)を作成 

   ①組合事務所独立編＆独立してない編 

   ②商店街組合編 

   ③共同備蓄、代替生産等企業連携の視点   

ＢＣＰ協定の調印式 

９ 

（３）人材確保･定着・育成 
  長崎県鉄筋工事業協同組合 

 工業高校の土木学科の学生 
を対象に、建設現場で基本技 
能の実践教育を行い、人材供
給の安定が図られた。 



 我が国経済の活力の源泉である中小企業は、企業の９９．７％、常時雇用者の６５．
９％を占め、うち小規模企業は、企業の８７％、常用雇用者の２２％を占めている。 
 しかしながら、平成１１年の「中小企業基本法」の改正後、１０年間で約６５万社が
減少し、そのうち５７万社（全体の減少の８８％）が小規模企業の減少である。 
 小規模企業の急激な減少により、地域経済の疲弊はもとより、中山間地域の限界集落
の増加など地域社会の基盤やコミュニティ機能そのものの崩壊が強く懸念される。 
 政府においては、本年９月２０日に施行された「小規模企業活性化法」において、
「中小企業基本法の一部改正」を行い、第８条において、「小規模企業が交流の促進に
寄与するという重要な意義を有することを踏まえ、」「地域の多様な主体との連携の推
進によって」事業活動の活性化を図ることなどを規定したところである。 
 今後は上記の「中小企業基本法の一部改正」に即して、具体的に抜本的な小規模企業
対策の実行を確保するために、本トップセミナーを契機に、下記のような事項を主な内
容とする「小規模企業振興基本法案」（仮称）の制定を関係方面に提言していくことと
する。 

１０ 

（４）「小規模企業振興基本法案（仮称）」の制定に向けた提言 

 １０月３日、鶴田会長は、都内で開催された中小企業団体中央会トップセミナーで小規模企業振
興基本法案（仮称）の制定に向けた提言（下記）をとりまとめた。 



１１ 

記 
 
１．小規模企業を支える支援体制について 
 経済環境が厳しさを増す中で、小規模企業の経営課題は複雑化・専門化が
進み、より一層きめ細かな支援が求められている。しかし、多くの地方自治
体では、組合等連携組織対策事業に係る予算は縮減傾向にあり、大幅に削減
されている地域もある。小規模企業の事業継続や経営力の向上を図るととも
に地域経済のセーフティネット機能をも果たしている組合等連携組織対策事
業の意義、中央会が果たすべき役割を強化しなければならない。組合等連携
組織対策事業の予算が安定的に確保・増額されるよう、小規模企業振興基本
法案に連携・組織化支援の位置づけ等を明確にすべきである。 
 
２．小規模企業振興基本法案で実現すべき支援策について 
 小規模企業の事業環境整備のため、地方経済の将来像と小規模企業の進む
べき指針や地域循環型ビジネスモデルを策定するとともに、中山間地域にお
ける生活基盤の確保や地域コミュニティの維持に貢献している企業組合等に
対し、また地場産業、伝統的工芸等の職人の技能伝承等に向けた事業に対し
使い勝手の良い補助措置を実現すべきである。 



 １．地域の課題解決に、面的な連携・組織が多く活躍（前掲Ｐ１～Ｐ７事例） 

  
 ２．中央会による新たな支援を開始 
 
   (１)ビジネス・コーディネート…連携・組織化支援人材の底上げ （Ｐ８） 
 
   (２)サプライチェーンの強化…「組合向けＢＣＰ策定運用ハンドブック」の作成（Ｐ９） 
        http://www.chuokai.or.jp/kumiai/BCP.htm 
 
   (３)人材の確保・定着・育成（Ｐ９） 
 
   (４)同業他社への事業承継…中小企業会計要領業種別ガイドラインの作成 
        http://www2.chuokai.or.jp/hotinfo/kaikei-guideline20130520.html 
 
         

 
  
 

          １２ 

３．今後の支援に向けて 

【課題】 ①きめ細かなコーディネート等を実現するための中央会指導員の資質向上 
      ②認定支援機関や産学官金の連携体制の構築（人材交流等）  

http://www.chuokai.or.jp/kumiai/BCP.htm
http://www2.chuokai.or.jp/hotinfo/kaikei-guideline20130520.html
http://www2.chuokai.or.jp/hotinfo/kaikei-guideline20130520.html
http://www2.chuokai.or.jp/hotinfo/kaikei-guideline20130520.html


ビジネス・コーディネート  

ハンズオフ型から  

ハンズオン型へ  

ビジネス・ 
コーディネーター 

事業仮説 

事業価値創造 

構想から（スキーム）変換して事業化（システム）へ  

ニーズ 
シーズ 

組合及び
連携体 
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【参考】 
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